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照会番号(６桁)：
富士火災海上保険株式会社 御中                               

年 月 日

確認者(取扱代理店・営業社員) ：   印

（取扱代理店・営業社員コード ： ）

耐火性能・経過措置対象契約 確認書

ご契約者名 証 券 番 号

保 険 期 間 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

上記火災保険契約の保険の対象である建物または保険の対象である動産を収容する建物は、下記１．に☑した適用基準

に該当する建物であることを、下記２．に☑した資料、施工業者等からの証明またはその他の方法により確認しました。

１．適用基準

（ 該当に☑ ）
耐火建築物   準耐火建築物   省令準耐火建物   経過措置対象契約

※ 耐火建築物には「耐火構造建築物」を、準耐火建築物には「特定避難時間倒壊等防止建築物」を含みます。

２．確認方法

（ 該当に☑ ）
■ 耐火建築物

昭和 35 年以降に建築基準法に基づき新築された４階建以上の鉄骨造建物で、３階以上の階が共

同住宅であることを確認しました。

■ 耐火建築物、準耐火建築物  確認した資料のコピーを添付のこと

建築確認申請書（写）第４面【５耐火建築物等】欄

住宅等を購入した際のパンフレット等  設計仕様書・設計図面

2010 年 1 月以降保険始期の他社満期契約の保険証券  その他 （ ）

■ 省令準耐火建物  確認した資料のコピーを添付のこと

住宅等を購入した際のパンフレット等  設計仕様書・設計図面

特記仕様書（財団法人 木造住宅産業協会仕様）

住宅金融支援機構(旧住宅金融公庫)特約火災保険証券、その他特約火災保険証券

プレハブ便覧 （建物の商品名等： ）

2010 年 1 月以降保険始期の他社満期契約の保険証券  その他 （ ）

■ 経過措置対象契約 確認した資料のコピーを添付のこと

他社満期契約の保険証券、保険契約証、保険契約継続証、異動承認書

※他社の満期契約からの更改契約に「経過措置（Ｇ料率）」を適用する場合には、他社の満期契約が経過

措置対象契約であることを上記資料で確認する必要があります。

■ 耐火建築物、準耐火建築物、省令準耐火建物 下記の証明を取り付けのこと

住宅メーカー、施工業者、販売業者等から下記の証明を取り付けました。

耐火性能（耐火建築物、準耐火建築物、省令準耐火建物）証明書

年 月 日

上記火災保険契約の保険の対象である建物または保険の対象である動産を収容する建物は、下記に☑した

項目に該当する建物であることを証明します。

建築基準法第２条第９号の２の基準に適合する耐火建築物（耐火建築物）または建築基準法第 27 条第

１項の規定に適合する特殊建築物のうち、下記特定避難時間倒壊等防止建築物以外の建築物（耐火構造建築

物）

建築基準法第２条第９号の３の基準に適合する耐火建築物（準耐火建築物）または建築基準法施行令第

109 条の２の２に規定されている建築物（特定避難時間倒壊等防止建築物）

独立行政法人住宅金融支援機構の業務運営並びに財務及び会計に関する省令第 39 条第 3 項に定める耐

火性能を有する構造の建物として、独立行政法人住宅金融支援機構(旧住宅金融公庫)が定める仕様に合

致する建物または独立行政法人住宅金融支援機構の承認を得た建物（省令準耐火建物）    

建物の所在地

建物の商品名

証明書作成者

住 所

会 社 名

担 当 者 名                                     
印


